
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 災害廃棄物処理計画フォローアップ事業

対応する
主な課題

①沖縄県は他県から海を隔てた遠隔の地に位置し、東日本大震災のような大規模災害が県内で発生した場合、他県からの本格的な応援等の到着には
時間を要することから、県内における相互応援による広域的支援体制の強化及び防災基盤として、災害対策本部の機能強化や救急搬送の対応力を向
上させる必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-イ 災害に強い県土づくりと防災体制の強化
施 策 ①　消防防災体制及び危機管理体制の強化

施策の小項目名 ○大規模災害対応力の強化

実施主体 県、市町村

 担当部課【連絡先】 環境部環境整備課 【098-866-2231】

　災害廃棄物の円滑な処理には、仮置き場、処理ルート等を想定した市町村災害
廃棄物処理計画が必要であることから、当該計画策定を支援するための研修及び
災害対応力向上のための図上演習を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 災害廃棄物処理計画フォローアップ事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：　市町村災害廃棄物処理計画策定研修、沖縄
県災害廃棄物処理計画の見直し及び業務継続計画（BCP)
の策定を行う。

予算事業名

主な財源 ○R元年度：　市町村災害廃棄物処理計画策定研修及び沖
縄県災害廃棄物処理計画の見直し、業務継続計画（BCP)
の案作成を行った。

県単等 委託 ― ― 2,346 2,062 3,519 5,216

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：―

○R元年度：―
主な財源 実施方法

R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

市町村災害廃棄物処理計画策定支援のための

研修及び職員の机上訓練実施
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活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名
市町村災害廃棄物処理計画策定支援のための研修及び
災害対応力向上のための図上演習の実施 R元年度 R元年度

決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　災害時に廃棄物処理を迅速・円滑に遂行で
きるよう市町村の災害廃棄物処理計画策定を
支援するため、市町村職員向けに計画策定に
かかる研修会を実施した。また、災害時の対
応力向上・連携強化のための取組として、県
及び市町村職員を対象とした被災自動車の処
理に係る研修会を実施した。

― ― ― ― 研修の実施 研修の実施 100.0%

3,519 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　市町村職員向けの計画策定研修を実施する
ことにより、環境省指針を踏まえた市町村災
害廃棄物処理計画の早期策定を促した。ま
た、被災自動車研修会により、基礎知識の向
上、関係者間の情報共有、連携強化（顔の見
える関係を築く）に資することができた。市
町村災害廃棄物処理計画策定研修会に27人、
被災自動車研修会に19人の参加があり、取組
は順調である。

活動指標名 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

令和元年度の取組改善案 反映状況

・市町村計画策定研修では、県が作成したひな形をより丁寧に活用し、市町村災
害廃棄物処理計画の早期策定を促す。

・研修・図上演習は、北部・中部・南部・宮古・八重山の５地域ごとの取組を念
頭に置いた計画とし、関係者間の情報共有や連携をより深めることにより、平時
の訓練体制の構築、災害時の対応力向上を図る。

・災害廃棄物処理に関するBCPを策定する。

・ひな形をより簡易化したものを委託業者に作成させて市町村に提示し、災害廃
棄物処理計画の作り込みのハードルを下げ、策定を促したことにより、27市町村
において令和２年度内の計画策定を見込んでいる。

・市町村計画策定研修会を、被災状況を想定した図上演習や被災自治体の元職員
を招聘してワークショップを含む形で実施したことで、処理計画策定の意義・必
要性への理解を深め、早期策定を促すことができた。

・BCPについては案は作成済みであるが、策定には全市町村への説明を経る必要
がある。
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４　取組の改善案（Action）

・市町村計画策定研修では、簡易化したひな形により、市町村災害廃棄物処理計画の早期策定を促すとともに、未着手市町村に対して策定済み市町村の計画の情報
提供を行う。

・研修・図上演習は、県内５圏域ごとの取組を念頭に置いた計画とし、関係者間の情報共有や連携をより深めることにより、平時の訓練体制の構築、災害時の対応
力向上を図る。

・災害廃棄物処理計画を改定する。BCPについては全市町村へ説明を行った後に策定を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・県は平成29年3月に沖縄県災害廃棄物処理計画を策定した。同計画は、平成26年
3月に環境省が策定した「災害廃棄物対策指針」に沿ったものとなっている。

・災害廃棄物の処理は、一義的には市町村の事務であるため、市町村自身が処理
主体であることを意識し、市町村災害廃棄物処理計画を策定しなければならない
が、環境省指針を踏まえた計画の策定が進んでいない。

・環境省は平成30年3月に同指針を改定しており、さらに、大規模災害発生時に
おける九州ブロック災害廃棄物対策行動計画が平成29年6月に策定されているこ
とから、県計画の見直しが必要である。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・県が平成29年3月に策定した沖縄県災害廃棄物処理計画では、災害廃棄物の処理を北部・中部・南部・宮古・八重山の５つの地域に区分して進めることを基本と
しているが、災害発生時の状況を具体的にイメージし、対応力のさらなる向上を図るため、当該５地域ごとの取組を念頭に置いた研修・図上演習を実施する必要が
ある。

・改定された環境省の指針に対応し、沖縄県災害廃棄物処理計画の改定をする必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


